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訪問系サービス関係の部
　（このテキストは、平成22年３月時点における厚生労働省令・告示及び厚生労働省資料をもとに作成しています）
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平成22年４月以降版

岩手県保健福祉部障がい保健福祉課

　１　指定居宅介護事業等実施における人員、設備及び運営の留意事項（総論）　※指導監査事例による
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　≪解説≫

　・サービス提供責任者は、①月間の延べサービス提供時間数が概ね450時間又は端数を増すごとに１人以上、②当該事業所の訪問介護員等の数が10人又はその端数を増すごとに１人以上のいずれかに該当する人数を配置することとされています。

　・月間の延べサービス提供時間及び訪問介護員の数に係る人数は、居宅介護のほか、重度訪問介護、行動援護、介護保険法に基づく訪問介護事業等を一体的に行っている場合には、それぞれの事業のサービス提供時間及びその員数を合算して算出することになります。

　・サービス提供責任者は常勤の居宅介護従業者から選定することとし、介護福祉士、介護職員基礎研修、居宅介護従業者養成研修１級課程（ヘルパー１級）の資格を有すること。なお、居宅介護従業者養成研修２級課程（ヘルパー２級）であり３年以上の実務経験を有する者もサービス提供責任者の資格要件を満たすものの、暫定措置であり、速やかに資格を取得することが望ましい。

　　※　行動援護事業所のサービス提供責任者は、上記資格（行動援護に限り、行動援護従業者養成研修を含む）に加えて知的又は精神障がいに関する実務経験を５年以上有することが要件です。

　　　　（ただし、平成23年度までの経過措置として行動援護従事者養成研修と知的又は精神障がいに関する実務経験を３年以上あれば、資格要件を満たします）

　≪非常勤のサービス提供責任者の配置（サービス提供責任者の配置６名未満の場合）≫

　○　居宅介護、行動援護

・１人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならない事業所を対象とし、非常勤のサービス提供責任者は、常勤職員の勤務時間数の２分の１以上に達していることが必要（常勤換算で0.5以上）。

・配置すべきサービス提供責任者数は、常勤換算方法で、当該事業所の月間の延べサービス提供時間数を450で除して得られた数又は従業者の数を10で除して得られた数以上とする（小数点第１位に切り上げ）　⇒Ａ

・常勤のサービス提供責任者の配置数は、当該事業所の月間の延べサービス提供時間数を450で除して得られた数又は従業者の数を10で除して得られた数から１を減じた数　⇒Ｂ

・非常勤のサービス提供責任者の配置数（常勤換算方法）は、Ａ－Ｂの数となっている必要がある。

[image: image6.emf]

　○　重度訪問介護

・１人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならない事業所を対象とし、非常勤のサービス提供責任者は、常勤職員の勤務時間数の２分の１以上に達していることが必要（常勤換算で0.5以上）。

・配置すべきサービス提供責任者数は、常勤換算方法で、当該事業所の月間の延べサービス提供時間数を1,000で除して得られた数又は従業者の数を20で除して得られた数以上とする（小数点第１位に切り上げ）　⇒Ａ

・常勤のサービス提供責任者の配置数は、当該事業所の月間の延べサービス提供時間数を1,000で除して得られた数又は従業者の数を20で除して得られた数から１を減じた数　⇒Ｂ

・非常勤のサービス提供責任者の配置数（常勤換算方法）は、Ａ－Ｂの数となっている必要がある。

　



　≪解説≫

　・重要事項説明書、契約書には、利用者本人から署名又は押印を受けること。なお、本人が契約できない事情がある場合には、契約書に署名代理人欄を設けて、利用者の同意を得た法定代理人（家族又は後見人）から署名又は押印を受ける必要があります。

　　また、手指の障がいなどで、単に文字を書けないといった場合には、利用者氏名欄の欄外に、署名を代筆した旨、署名した者の続柄、氏名を付記することで差し支えないものと考えられます。

　・重要事項説明書には、利用者に説明した従業者の署名又は押印が必要となっています。


　≪解説≫

　・重要事項説明書に記載すべき事項は、次の項目となります。

　　①　事業者、事業所の概要（名称、住所、所在地、連絡先など）

　　②　運営規程の概要（目的、方針、事業の主たる対象とする障がいの種類、営業日時、利用料金、通常の事業の実施地域、提供するサービスの内容及び提供方法等）

　　③　管理者氏名及び従業者の勤務体制

　　④　提供するサービスの内容とその料金

　　⑤　その他日常生活上必要となる費用や交通費等

　　⑥　利用料、その他費用の請求及び支払い方法について

　　⑦　秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）について

　　⑧　事故発生時の対応（損害賠償の方法を含む）

　　⑨　緊急時の対応方法

　　⑩　苦情解決の体制及び手順、苦情相談の窓口（苦情受付担当者、苦情解決責任者等の氏名）、苦情・相談の連絡先（事業者、市町村窓口、岩手県福祉サービス運営適正化委員会など）

　　⑪　虐待防止について

　　⑫　事業者、事業所、利用者（場合によっては代理人）による説明確認欄

　　⑬　指定障害福祉サービスの提供開始予定年月日（社会福祉法第77条第１項）




　≪解説≫

　・重要事項説明書の内容は、事業の運営に係る重要事項を規定した運営規程の内容と整合するものでなければなりませんので、営業日時や従業者の勤務体制等が変更となったときは、速やかに実態に合わせて重要事項説明書及び運営規程の改正を実施してください。

　　なお、運営規程の変更は県（広域振興局等の保健福祉環境部）への変更届出事項となっていますので、変更した日から10日以内に届出願います。



　≪解説≫

　・重要事項説明書、契約書等については、あらかじめ、利用者の障がいの特性に応じて、ルビ、拡大文字、点字、テープ等を作成するなど工夫する必要があります。

　　これは、利用者の自己選択・自己決定を尊重したサービス利用を実現するため、書面の交付段階ではなく説明段階で、障がいの特性に応じた適切な対応が求められるためです。

　



　≪解説≫

　　・指定障害福祉サービスの契約をしたときは、受給者証記載事項を市町村に遅滞なく報告することとなっています。

　　・受給者証記載の支給量を超えるものの、利用者の心身の状態から引き続きサービス提供が必要な場合には、事業者は支給決定市町村と相談のうえ、引き続き利用が可能となるよう支援が必要です。




　≪解説≫

　　利用者がその時点でのサービスの利用状況等を把握するため、事業者は、サービスを提供した際には、サービスの提供日、提供したサービスの具体的内容、実績時間数等の利用者に伝達すべき事項を、サービス提供の都度記録するとともに、利用者の確認を得なければなりません。

　　また、サービス提供記録には、利用者の心身の状況等について、詳細に記録することが求められます。

　　（※加算要件（緊急時対応加算など）に該当する場合には、該当する加算名も記録することが求められますので、注意願います）





　≪解説≫

　　市町村から介護給付費の支払いを受けたときは、本来の受領者である利用者に対して代理受領した金額等を書面により通知することが求められています。




　≪解説≫

　　自ら提供するサービスが適切であるかどうか自己評価し、サービスの質の向上に努めること（自己評価表の整備、満足度調査の実施等）。また、評価結果については、利用者に配布する、事業所の見やすい場所に掲示するなど、積極的な公表に努めてください。




　≪解説≫

　・居宅介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、居宅介護の提供によって解決すべき課題を明らかにし、これに基づき、援助の方向性や目標を明確にして、担当する従業者の氏名、従業者が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするとともに、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、その同意を得る必要があります。

　・居宅介護計画の写しは、速やかに利用者に交付することとなっています。

　・居宅介護事業（重度訪問介護、行動援護も同じ）の報酬上の所要時間は、居宅介護計画に基づく１回のサービス提供に要する標準的な時間を指します。サービス提供に当たり、利用者の心身の状態や生活パターンが変化し、サービス提供の内容及び所要時間の変更が必要な場合には、計画の変更を行う必要があります。

　・居宅介護計画はサービス提供責任者が作成し、従業者に対して介護上必要な技術的助言や指導を行うこととなっています。サービス提供責任者が利用者の状況を包括的に把握のうえ、常にサービス提供に配慮できるような体制が求められます。





　≪解説≫

　・運営規程に規定すべき事項は全て盛り込むこと。特にも、「虐待の防止のための措置に関する事項」に関して欠落している事例が非常に多いです。「虐待の防止のための措置に関する事項」には、①虐待の防止に関する責任者の選定、②成年後見制度の利用支援、③苦情解決体制の整備、④従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施を盛り込むこととされています。
　・開所日時や利用定員などの変更を行う場合には、運営規程を速やかに改正するとともに、運営規程をもとに作成する重要事項説明書や掲示物についても同時に見直しをしてください。





　≪解説≫

　・勤務体制の確保のため、勤務割表は、月ごとに事業所毎に作成するものとし、管理者を含めた当該事業に関わる従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、他の職種等との兼務関係を明確にしたものとする必要があります（訪問系サービスの登録ヘルパーについても、確実に勤務できるものとして管理者が把握している時間を明記する）。

　　また、常に人員基準以上の人員が配置されているか確認をし、職員の異動・退職等の場合には、引き続き人員基準上の人員を確保し続ける体制とする必要があります（代替職員の確保等）。

　（訪問系サービスにおいて、介護保険事業による指定訪問介護、介護予防訪問介護と自立支援制度による居宅介護等の事業を同じ事業所で一体的に運営している場合には、介護保険事業の勤務体制を含めた勤務割表を作成しても差し支えありません）


　≪解説≫

　・従業者に対しては、常勤・非常勤を問わず、労働基準法・パートタイム労働法等に基づき、労働条件（雇用期間、就業場所、従事する業務、勤務時間等）を書面で交付する必要があります。「よりよいサービスは、よい労働環境から生じる」という観点から、労働法規の遵守に関しては、従業者の身分保障、事業者の指揮命令系統が妥当であるか確認する観点から、指導監査においても重点的に拝見させていただくこととしています。

　・法人の代表、役員が管理者やサービス提供責任者となる場合であっても、就業場所、従事業務、勤務時間等を明らかにしてください。

　・複数の事業を兼務する従業者にあっては、兼務関係を服務上明らかにするために、兼務発令を実施してください。


　≪解説≫

　・事業所は、年間計画等を策定し、従業者の資質向上のための研修を実施し、実施後は日時、出席者、内容等を記

録のうえ資料とともに保存する必要があります。

　　事業所内での研修としては、従業者の支援技術の向上のほか、職員の人権意識の高揚、感染症予防、事故やヒヤ

リ・ハット、虐待防止、成年後見制度、苦情対応等の内容が考えられます。

　　なお、特定事業所加算（訪問系サービス）の対象となる事業所にあっては、従業者毎（登録ヘルパーを含む）に研修計画を策定のうえ実施し、その結果を記録しておかなければなりません（実施されていない場合には加算要

件を満たさないことになる）。

　・研修に参加しなかった従業者や新規従業者のため、外部研修を受講した従業者に研修結果を記録させ、事業所職

員内で情報を共有する対応（発表会の開催等）を実施することが望ましい。




　≪解説≫

　・掲示内容は、利用者の障がい程度に配慮（ルビを振る、拡大文字等）し、重要事項説明書の項目を網羅している必要があります。また、掲示場所は人目につき易い場所になるよう工夫が必要です。

　・都合により掲示場所がない場合には、重要事項の概要をファイルに入れて受付など見易い場所に常備するなど、誰もが閲覧できるような代替措置を実施してください。

　・掲示内容は、運営規程及び重要事項説明書の改正に併せて変更し、齟齬が生じないようにする必要があります。




　≪解説≫

　・従業者の秘密保持義務については、就業規則又は雇用契約書に具体的に明記するとともに、必ず従業者から誓約書の提出を求めてください。

　・他の障害福祉サービス事業所に対して、利用者又はその家族の状況、利用者の有する問題点、解決すべき課題点等の個人情報を提供する場合には、予め文書により利用者及びその家族から（包括的な）同意を得ておくことが必要です。同意を得る家族については、家族代表としての同意ではなく、利用者個々の家族からの同意を得られるよう工夫が必要です。





　≪解説≫

　・苦情に対して事業所として迅速かつ適切に対応するために、苦情の受付日、内容等を記録するとともに、苦情解決責任者が主体的に原因の分析と再発防止策の検討・事業所内職員の情報共有が実施できる体制を構築する必要があります。

　・苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえた研修等や次に掲げる取り組みを積極的に実施することが求められます。

　（苦情解決のマニュアル（手順）の作成、苦情受付の確立・体制の整備、再発防止措置（原因解明、分析）、第三者委員の設置、サービスの自己評価、満足度調査、研修会の開催）





　≪解説≫

　・事故発生時には事故の概要、経過、支援上の課題点を分析のうえ、再発防止措置（ヒヤリ・ハット事例を含む原因の究明と分析）を行うとともに、リスクマネジメントの検証等の再発防止措置を講じる必要があります（再発防止に当たっては、事業所職員全員が情報を共有する必要があることから、職員会議等を活用して周知すること）。

　・事故発生に備えて、事故発生時のマニュアル整備を行い、以後迅速に対応できる措置を講じる体制づくりに努めてください。

　・事故発生時は、事故発生の概要を速やかに県、市町村及び家族に連絡のうえ、必要な助言等を得てください（第１報は電話により行い、事業所内で整理が出来次第詳報を速やかに文書で報告すること）。

　・損害賠償保険に加入し、不測の事態に備えることが大切です。また、既に損害賠償保険に加入している事業所であっても、当該事業が対象となっているか確認が必要です。





　≪解説≫

　・指定事業所ごとに経理を区分するとともに、事業会計とその他の会計（収益事業、公益事業等）を区分すること。特に、同一事業所で複数のサービスを提供している場合（居宅介護、重度訪問介護、行動援護）や、制度が異なるサービス（介護保険事業と障害福祉サービス事業）について、経理が区分されていない事案が見受けられますので注意してください。

　・人件費、光熱水費等の共通的に必要な経費にあっては、人員割、面積割等の合理的な算定方法により按分のうえ計上してください。





　≪解説≫

　・変更届事項に該当した場合には、原則として変更のあった日から起算して10日以内に県（広域振興局等の保健福祉環境部）に変更届出書を提出する必要があります。


　・介護給付費等の請求に関する事項について、報酬額を変更（報酬額の上昇及び加算の追加。以下、同じ。）する場合には、利用者及び相談支援事業所への周知の観点から、届出が15日以前であれば翌月から、16日以降であれば翌々月から算定を開始することとされています。

　　このことから、報酬額を変更する場合には、適用時期を見据えて事前の届出が必要となっています。

　　なお、要件が満たさなくなり報酬額が減少となる場合には、変更のあった日（特定事業所加算に限り翌月）から報酬額が変更となりますので、速やかに変更届を提出してください。

２　指定居宅介護事業等実施におけるサービス提供時の留意事項（各論）

　　・介護保険の被保険者である65歳以上の障がい者が要介護状態又は要支援状態となった場合（40歳以上65歳未満の場合は、その要介護状態又は要支援状態の原因である身体上又は精神上の障がいが加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する特定疾病によって生じた場合）には、介護保険サービスの利用が優先されます。

　　・しかし、障がい者の心身の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であることから、一律に介護保険サービスを優先適用する扱いとはなっていません（具体的な判断は市町村が行います）。なお、行動援護サービスは障害福祉サービス特有のサービスですので、介護保険サービスを利用できる状況であっても、行動援護サービスが優先されます。

　　・加えて、介護保険サービスを利用できる状態であっても、次の場合には、同様の介護サービスを行う障害福祉サービスの利用も可能です。

　　　ア　在宅の障がい者について、当該利用者に適当と認められるサービス支給量が、介護保険サービスに係る保険給付の居宅介護サービス費等区分支給限度基準額の制約から、介護保険のケアプラン上において介護保険サービスのみによって確保することができない場合。
　　　イ　利用可能な介護保険サービスに係る事業所又は施設が身近にない、あっても利用定員に空きがないなど、介護保険サービスを利用することが困難と市町村が認める場合（当該事情が解消するまでの間に限る）。

　　　ウ　介護保険サービスによる支援が可能な障がい者が、要介護認定を受けた結果、非該当と判定された場合など、介護保険サービスを利用できない場合であって、なお障害福祉サービスによる支援が必要と市町村が認める場合（訪問系サービスでは、必要な障害程度区分が認定された場合に限る）。


　　

　　・居宅介護（区分１以上の者。ただし、通院等介助（身体介護を伴う場合）にあっては区分２以上の者が該当）では、短時間のサービスで集中的な支援を行う観点から比較的高い報酬体系となっており、１日に短時間の訪問を複数回行うことにより、居宅における介護サービスの提供体制を強化するために設定されています。

　　　このことから、単に１回の居宅介護を複数回に区分して行うのではなく、１日に居宅介護を複数回算定する場合には、概ね２時間以上の間隔を空けることとなっています。なお、各サービス間隔が２時間未満となった場合には、それぞれの報酬単価を採用するのではなく、双方のサービス提供時間を合算した報酬単価を採用します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　※１　上記例では、身体介護の間に家事援助があるものの、身体介護と次の身体介護との間が２時間未満であることから、身体介護(30分以上１時間未満)を２回算定するのではなく、身体介護（１時間30分以上２時間未満）を１回算定することになる。

　　　※２　居宅介護計画において１時間と計画されている場合には、「30分以上１時間未満」の報酬単価を採用する（厚生労働省ＱＡ）

　　・１人の利用者に対して複数の居宅介護従業者が交代して居宅介護を行った場合も、１回の居宅介護としてその合計の所要時間に応じた所定単位を算定します。

　　・所要時間30分未満で算定する場合の所要時間は20分程度以上必要です（ただし、夜間、深夜及び早朝の時間帯や緊急時対応加算を適用する場合は、20分未満の場合であっても、所要時間30分未満の所定単位を算定できる）。

　










　（注意）

　・移動等の介助又は受診等の

　手続きを行わない場合は算定

　対象外である。

　（例：利用者の日常生活動作

　　能力などの向上のために、

　　移動時、転倒しないように

　　側について歩き、介護は必

　　要時だけで、事故がないよ

　　うに見守る場合は対象である

　　が、乗降時に車輌内から見

　　守るのみでは算定対象外）

　※１　病院内における介助は、サービス提供時間に含めることはできない。しかし、利用者の障がいの特性（行動障がい等）から、院内スタッフによる対応が困難な場合には、支給決定市町村の意見を踏まえてサービス提供時間に含めて算定しても差し支えない。

　※２　病院、官公署に加えて、指定相談支援事業所を訪問して障害福祉サービスの相談を行う場合や、相談支援事業所への相談の結果、見学のために紹介された指定障害福祉サービス事業所を訪問する場合も含まれる。

　

　・１回のサービス利用において複数の移動先へ移動する介助の場合については、次のとおり算定します。

　　ア　「通院等介助（身体介護を伴う場合）」、「身体介護中心型」を算定する場合は、居宅（始点）から居宅（終点）の間を１回の介助とし、その間で算定対象となる時間を通算して算定する。


　　イ　「通院等介助」の場合は、１つの移動先への移動を１回の介助として算定する。

　


　・家事援助は、利用者が１人暮らしであるか又は家族等が障害、疾病等のため、利用者や家族等が家事を行うことが困難な場合を対象としています。この解釈については、単に同居家族がいることをもって機械的にサービス提供の適否が判断されるものではなく、個々の利用者の状況に応じて具体的に家事援助サービスの必要性について判断を要することとされています。

　　（例）

　　　家族が高齢で筋力が低下していて行うのが難しい家事がある場合、家族が介護疲れで共倒れ等の深刻な問題が起きてしまうおそれがある場合、家族が仕事で不在の時に行わなくては日常生活に支障がある場合　など

　・居宅介護の家事援助として行う場合は、本人の安否確認、健康チェック等も併せて行うことが必要なことから、本人不在の際に居宅を訪問して掃除等を行うことについては、家事援助の対象外となります。


　・２人介護の実施に当たっては、「厚生労働大臣が定める要件」（平成18年厚労告546号）に基づき、次のいずれかに該当する場合に算定できることとされています。なお、２人介護の要否は、市町村の支給決定において予め決められます（受給者証に記載される）。

　　

　　　（例）体重が重い利用者に入浴介助等の重介護を内容とする居宅介護を提供する場合、エレベーターのない建物の２階以上の居室から歩行困難な利用者を外出させる場合等

　


　　　夜間（午後６時から午後10時）、早朝（午前６時から午前８時）、深夜（午後10時から午前６時）における居宅介護では、実際にサービス提供を行った時間帯の算定基準により算定されます。この場合において、サービス提供時間帯がまたがる場合の取扱は、次のとおりとなっています。

　　・　基準額の最小単位（居宅介護：最初の30分）までは、サービス開始時刻が属する時間帯の算定基準により算定します（サービス開始時刻が属する時間帯におけるサービス提供時間が15分未満の場合は、多くの時間を占める時間帯の算定基準により算定）。

　　（※　重度訪問介護の場合は、上記「30分」を「１時間」に、「15分」を「30分」と読み替えます）

　　・　基準額の最小単位以降の30分単位の中で時間帯がまたがる場合には、当該30分の開始時刻が属する時間帯により算定します（当該30分の開始時刻が属する時間帯におけるサービス提供時間が15分未満である場合には、当該30分のうち、多くの時間帯の算定基準により算定）









　・別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届出た指定居宅介護事業所が、利用者に

対し、指定居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加

算します。

　【別に厚生労働大臣が定める基準】

　　(1)　個別の居宅介護従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定されている。

(2)　居宅介護従事者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催していること。　
　　(3)　サービス提供責任者と居宅介護従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備していること。　

(4)　居宅介護従業者に対する健康診断を定期的に実施すること


(5)　緊急時等における対応方法が利用者にも明示されていること　

(6)　新規に採用したすべての居宅介護従業者に対し、熟練した居宅介護従業者の同行による研修を実施していること　

　
(7)　当該居宅介護事業所の居宅介護従業者の総数のうち、次のいずれかを満たす場合（①～③）
　　　　①　介護福祉士の占める割合が100分の30以上
　　　　②　介護福祉士、介護職員基礎研修修了者及び居宅介護従事者養成研修１級課程修了者の占める割合が、100分の50以上
　　　　③　前年度又は算定日が属する月の前３ヶ月間における指定居宅介護のサービス提供時間のうち、常勤の居宅介護従業者によるサービス提供時間の占める割合が100分の40以上

(8)　サービス提供責任者に関し、次のいずれかに該当すること（①又は②）。
　　　　①　全てのサービス提供責任者が３年以上の実務経験を有する介護福祉士
　　　　②　５年以上の実務経験を有する介護職員基礎研修修了者若しくはヘルパー１級課程修了者であること。
　　（重度訪問介護に限り、③サービス提供責任者のうち、重度訪問介護従業者として3,000時間以上の指定重度訪問介護の実務経験を有するサービス提供責任者の割合が100分の50以上（平成24年３月31日までの特例）でも可）

(9)　１人を超えるサービス提供責任者を配置することとされている事業所にあっては、常勤のサービス提供責任者を２名以上配置していること。
(10)　前年度又は算定日が属する月の前三月間における指定居宅介護の利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害程度区分５以上である者の占める割合が100分の30以上であること。
　　　　　（重度訪問介護に限り、100分の50以上）


　　特定事業所加算(Ⅰ)は(1)～(10)の全て、特定事業所加算（Ⅱ）は(1)～(6)の全てかつ(7)～(9)のいずれかに

該当する場合、特定事業所加算(Ⅲ)は(1)～(6)及び(10)に該当する場合に算定できます。

　　ただし、重度訪問介護に限り、上記要件に加えて次の要件も満たす必要があります（特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)共通事項）。

・指定重度訪問介護のサービス提供に当たり、常時、重度訪問介護従業者の派遣が可能となっており、現に深夜帯を含めてサービス提供を行っていること。






　・居宅介護（居宅における身体介護が中心である場合及び通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合に限る）、重度訪問介護、行動援護において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、サービス提供責任者が居宅介護計画の変更を行い、居宅介護従業者が当該利用者の居宅介護計画において計画的に訪問することとなっていない指定居宅介護を緊急に行った場合に、利用者１人に対し、１月に２回を限度として、１回につき100単位を加算。


・新規に居宅介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定居宅介護等を行った日の属する月に指定居宅介護等を行った場合又はその他の居宅介護従業者が初回若しくは初回の指定居宅介護を行った日の属する月に指定居宅介護を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に、１月につき200単位を算定する。


　　・中山間地域、特定農山村地域、振興山村地域に居住する利用者に対し、１回につき所定単位数の100分の15を加算（要支給決定事項）









　　・利用者負担上限額管理事業所が上限額管理を行った場合に加算。なお、負担上限額を実際に超えているかどうかは算定の条件とはしません。このことから、自事業所のみの利用の場合には加算できませんが、それ以外のケースでは原則加算できる扱いとなります。

　　・上限額管理事務については、平成21年10月から、上限額管理事業所において、月の途中で利用者が上限額に到達した場合については、関係事業所が行うこととされている上限額管理事業所に対するサービス提供実績の報告を省略できる扱いとなりました（なお、月において上限額に到達しなかった場合には、月の最終日に利用者負担額一覧表の提出を関係事業所に依頼し、調整する作業が必要です）。


　　・重度訪問介護（区分４以上で、①二肢以上に麻痺等があること、かつ②障害程度区分認定調査項目のうち「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいずれも「できる」以外と認定された者が該当）は、比較的長時間（基準額の最小単位は１時間。以後30分区切りで算定）にわたり、日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り支援とともに、身体介護や家事援助を総合的に実施するものです。このことから、１日に複数回の重度訪問介護を行う場合には、１日分の所要時間を通算したうえで算定します。

　　　この場合、１回のサービス提供において午前０時をまたいで２日に渡り提供される場合には、午前０時が属する30分の範囲内における午前０時を超える端数は、１日目の時間に含めます。


　　・重度訪問介護従業者の資格は、居宅介護従業者と同様に、介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、居宅介護従業者養成研修１級及び２級課程修了者（訪問介護員養成研修も同じ）等となっています。

　　・また、これに加えて、以下の特に重度の障がい者への支援のため、「重度訪問介護従業者基礎研修」及び「重度訪問介護追加研修」課程を修了した従業者が当該障がい者へ重度訪問介護を提供した場合には、加算措置があります。

　　　ア　重度障害者包括支援の対象となる心身の状態にある者は、所定単位数の100分の15

　　　イ　区分６に該当する者は、所定単位数の100分の7.5


　　　　※　重度障害者包括支援の対象となる心身の状態にある者とは、次の①又は②のいずれかに該当する場合を指す。
　　　　　　障害程度区分６（障がい児の場合はこれに相当する状態）で、意思疎通に著しい支障がある者のうち、
　　　　　　　①　四肢全てに麻痺があり、かつ寝たきりの者のうち次のア又はイに該当する者
　　　　　　　　　　ア　人工呼吸器による呼吸管理を行っている者　　イ　最重度の知的障がい者
　　　　　　　②　行動関連項目の合計点数が15点以上の者


　　・外出のための身だしなみの準備、移動中及び移動先における確認のため、加算されるものです（２人介護が認められる場合には、２名分加算できます）。なお、同一の事業者が、１日に複数回の移動介護を行う場合には、１日分の所要時間を通算して算定します。


　　・行動援護（区分３以上かつ行動関連項目８点以上の者が該当）は、以下の支援を行うこととされています。

①　予防的対応

ア　初めての場所で何が起こるかわからない等のため、不安定になったり、不安を紛らわすために不適切な行動が出ないよう、予め目的地、道順、目的地までの行動など、言葉以外のコミュニケーション手段を用いて説明し、落ち着いた行動が取れるように理解させる。

イ　視覚、聴覚等に与える影響が行動障害の引き金となる場合に、本人の視界に入らないよう工夫するなど、行動障害の発生時期を熟知したうえで、予防的対応等を行う。

②　制御的対応

ア　何らかの原因で本人が行動障害を起こした時に本人や周囲の人の安全を確保しつつ行動障害を適切に収めること。

イ　危険であることを認識できないために車道に突然飛び出してしまうといった不適切な行動、自分を傷つける行為を適切に収めること。

ウ　本人の意思や思い込みにより、突然動かなくなったり、特定のものに強いこだわりを示すなどの極端な行動を引き起こす際の対応

③　身体介護的対応

ア　便意の認識ができない者の介助や排便後の後始末等

イ　外出中に食事の摂る場合の食事介助

ウ　外出前後に行われる衣服の着脱介助

　　・行動援護は１日１回のみの算定となっていますが、行動援護計画において、やむを得ない事情により複数回に分けてサービスを提供しなければならない場合は、通算して算定して差し支えないこととされています。

　　・行動援護従業者の資格要件は、介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、居宅介護従業者養成研修１級及び２級課程（訪問介護員養成研修も同じ）に加えて、知的又は精神障害者に関する実務経験を２年以上有することとなっています。

　　　ただし、当面の間の経過措置として、介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、居宅介護従業者養成研修１級及び２級課程修了者で、かつ行動援護従業者養成研修課程を修了し、更に知的又は精神障害者に関する実務経験が１年以上２年未満である場合には、行動援護従業者となることが出来ます（ただし、当該従業者が従事したサービスの報酬は30％減算となる）














≪事例≫


　○　管理者、従業者（常勤・非常勤）の勤務条件を文書で示していない。


　○　複数の事業を兼務する従業者の兼務発令を適切に実施していない。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





≪事例≫


　○　重要事項説明書に、事故発生時の対応、苦情相談の窓口、苦情解決の体制及び手順等必要な事項が記載されていない。





≪事例≫


　○　重要事項説明書、契約書において、利用者本人の署名又は押印がない。


　○　利用者本人が署名できない場合に、署名代理人欄等を設けることなく、利用者本人署名欄に利用者本人の名前を代理者が署名している。


　○　重要事項説明書に利用者に説明した従業者の署名又は押印がない。


　○　重要事項説明書を利用者に交付していない。





≪事例≫


　○　重要事項説明書、契約書等の作成に際して、利用者の障がいの特性に応じた対応が行われていない。








※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





≪事例≫


　○　「重要事項説明書」と「運営規程」等との間で内容（営業日時、従業者の勤務体制、通常の事業の実施地域等）が相違している。





〔重要事項説明書の記載例〕（参考例ですので、適宜本記載例を参考にして追加・修正のうえ使用願います）


○　秘密保持と個人情報の保護（使用同意など）


　　事業者又は事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由がなく、第三者に漏らしません。また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。


　　また、当該障がい福祉サービスを円滑に提供するため、他の障がい福祉サービス事業者等との情報の共有が必要な場合があります。事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で用いる等、利用者の個人情報を他の障がい福祉サービス事業者等に提供しません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、利用者の家族の個人情報を他の障がい福祉サービス事業者等に提供しません。


○　事故発生時の対応


　　当事業所が利用者に対して行う指定障害福祉サービスの提供により、事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族・市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、当事業所が利用者に対して行った指定障害福祉サービスの提供により、賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに支払います。


○　緊急時の対応方法


　　サービス提供期間中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。


○　苦情解決の体制及び手順


　　苦情があった場合には、苦情受付担当者が利用者の状況を詳細に把握するために状況の聞き取りや事情の確認を行い、利用者の立場を考慮しながら事実関係の把握を行います。事実関係及び対応方針については、苦情解決責任者とともに検討を行い、必要に応じて関係者への連絡調整を行うととともに、利用者へは必ず結果報告を行います。


○　虐待防止について


　　事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。


　(1)　虐待の防止に関する責任者の選定を行います。


　(2)　成年後見制度の利用支援を行います。


　(3)　苦情解決体制の整備を行います。


　(4)　従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計画など）を行い、研修を通じて、従業者の人権意識の向上、知識や技術の向上に努めます。


　(5)　個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。


　(6)　従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。








（指定基準）


第９条　指定居宅介護事業者は、支給決定障害者等が指定居宅介護の利用の申込みを行ったときは、当該利用申込者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対し、運営規程の概要、従業者の勤務体制、その他利用申込者のサービス提供に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該指定居宅介護の提供の開始について当該利用申込者の同意を得なければならない。


２　指定居宅介護事業者は、社会福祉法第77条の規定に基づき書面の交付を行う場合は、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮をしなければならない。





○　内容及び手続きの設備及び同意に関する事項

















○　契約支給量の報告等





（指定基準）


第10条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供するときは、当該指定居宅介護の内容、支給決定障害者等に提供することを契約した指定居宅介護の量（「契約支給量」）、その他必要な事項（「受給者証記載事項」）を支給決定障害者等の受給者証に記載しなければならない。


２　前項の契約支給量の総量は、当該支給決定障害者等の支給量を超えてはならない。


３　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の利用に係る契約をしたときは、受給者証記載事項その他の必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しなければならない。


４　前三項の規定は、受給者証記載事項に変更があった場合について準用する。





≪事例≫


　○　市町村に対して受給者証記載事項等を報告していない。


　○　受給者証記載の上限を超えてサービス提供が必要な利用者について、継続してサービス提供できるように速やかに支給決定市町村に相談していなかった。








○　サービス提供の記録





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第19条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該指定居宅介護の提供日、内容、その他必要な事項を、指定居宅介護の提供の都度、記録すること。


２　指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、支給決定障害者等から指定居宅介護を提供したことについて確認を受けること。

















≪事例≫


　○　サービス提供記録について、後日まとめて記録のうえ利用者から確認を受けた事案が見受けられた。


　○　サービス提供記録に記載すべき事項が一部漏れていた。





○　介護給付費の額に係る通知





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第23条　指定居宅介護事業者は、法定代理受領により市町村から指定居宅介護に係る介護給付費の支給を受けた場合は、支給決定障害者等に対し、当該支給決定障害者等に係る介護給付費の額を通知しなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、法定代理受領を行わない指定居宅介護に係る費用の支払いを受けた場合は、その提供した指定居宅介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を支給決定障害者等に対して交付しなければならない。














≪事例≫


　○　利用者に対して、介護給付費の金額等を記載した代理受領の通知が発行されていない。





○　サービス





○　サービス提供の評価





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第24条　指定居宅介護は、利用者が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応じ適切に提供されなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、その提供する指定居宅介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。




















≪事例≫


　○　法人の代表者の責任のもと、管理者が従業者と協議し、自ら提供するサービスの質について自己評価していない（必要に応じて、第三者の評価を実施していない）








○　運営規程の整備





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第31条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに、次の各号に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。


　(1)　事業の目的及び運営の方針


　(2)　従業者の職種、員数及び職務の内容


　(3)　営業日及び営業時間


　(4)　指定居宅介護の内容並びに支給決定障害者等から受領する費用の種類及びその額


　(5)　通常の事業の実施地域


　(6)　緊急時等における対応方法


　(7)　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には、当該障害の種類


　(8)　虐待の防止のための措置に関する事項


　(9)　その他運営に関する重要事項








≪事例≫


　○　「虐待の防止のための措置に関する事項」など、運営規程に規定すべき事項の一部がない。


　○　運営規程と重要事項説明書（及び掲示類）との間で内容が相違している。








【身体介護中心型】


　通院等に加えて、居宅における外出に直接関連しない身体介護(例：入浴介助・食事介助)に30分から１時間程度を要しかつ身体介護が中心である場合





























○　勤務体制の確保





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第33条　指定居宅介護事業者は、利用者に対し、適切な指定居宅介護を提供できるよう、指定居宅介護事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに、指定居宅介護事業所の従業者によって指定居宅介護を提供しなければならない。


３　指定居宅介護事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。








≪事例≫


　○　全ての従業者が記載された勤務割表が作成されていない。


　○　勤務割表に従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、兼務関係等が明記されていない。


　○　人員配置状況を定期的に確認していない結果、長期間人員基準を下回っていた時期が見受けられた。





≪事例≫


　○　事業所の計画的な研修が実施されていない。外部の研修を受講した内容に関して事業所職員間で共有されていない。





○　掲示





（指定基準）


第35条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所の見易い場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込書のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。








※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





≪事例≫


　○　事業所の見易い場所に重要事項の掲示がされていない。


　○　掲示した内容が古く、運営規程、重要事項説明書の記載事項と相違していた。


　○　事故発生時の対応、秘密保持、個人情報の保護、苦情相談の窓口、苦情解決の体制及び手順等必要な事項の掲示が欠落していた。











○　秘密保持等





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第36条　指定居宅介護事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはいけない。


２　指定居宅介護事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。


３　指定居宅介護事業者は、他の指定居宅介護事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該利用者又はその家族の同意を得ておかなければならない。





≪事例≫


　○　従業者の秘密保持義務について、就業規則又は雇用契約書の記載に加えて、その旨の誓約書を徴収していなかった。退職後の秘密の保持に関して明記していなかった。


　○　他の障害福祉サービス事業所に対して、利用者又はその家族の情報を提供することに関して、予め文書による同意を得ていなかった。





○　苦情解決処理





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





（指定基準）


第39条　指定居宅介護事業者は、その提供した指定居宅介護に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しなければならない。


（以下、略）





≪事例≫


　○　苦情解決のための記録が十分行われていない。また、苦情解決に係る記録様式（報告書、台帳等）が整備されていない。


　○　事業所として苦情内容の原因分析と今後の再発防止のための取り組みが十分行われていない。





○　事故発生時の対応





（指定基準）


第40条　指定居宅介護事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により事故が発生した場合には、県、市町村、当該利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。


２　指定居宅介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しなければならない。


３　指定居宅介護事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。








≪事例≫


　○　事故やヒヤリ・ハット事例の記録が十分行われていない。


　○　県、市町村及び家族への連絡が迅速に行われていない。


○　事故発生後のリスクマネジメントと再発防止対策が十分行われておらず、事故の教訓が活かされていない。





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）





○　会計区分





※基準は、居宅介護を引用しています（他サービスも概ね同様です）








（指定基準）


第41条　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居宅介護の事業の会計をその他の事業の会計と区分しなければならない。








≪事例≫


　○　指定事業所毎に経理が区分されていない。事業の会計とその他の事業の会計が区分されていない。





○　変更届











（障害者自立支援法）


第46条　指定障害福祉サービス事業者又は指定相談支援事業者は、当該指定に係るサービス事業所又は相談支援事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該指定障害福祉サービス若しくは指定相談支援の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、10日以内に、その旨を県知事に届出なければならない。


２　指定障害者支援施設の設置者は、設置者の住所その他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、10日以内に、その旨を県知事に届出なければならない。





≪事例≫


　○　管理者やサービス管理（提供）責任者が変更となっているにも関わらず、変更届を提出していない。


　○　介護給付費等の請求に関する事項のうち、報酬額を変更（上昇の場合のみ）する場合に、予め適用開始月を考慮しないまま遅延して提出している。





〔変更届項目〕


事業所の名称、事業所の所在地、主たる事業所の所在地、代表者の氏名及び住所、定款・寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条例等、事業所の平面図及び設備の概要、事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所、主たる対象者、運営規程、介護給付費等の請求に関する事項





≪事例≫


　○　従業者が常勤換算方法で2.5以上確保されていない。


　○　サービス提供責任者の配置数が不足していた。





（指定基準）


第５条　指定居宅介護事業者が、指定居宅介護事業所ごとに置くべき従業者の員数は、常勤換算方法で2.5以上とする。


２　指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに、常勤の従業者であって専ら指定居宅介護の職務に従事するものののうち事業の規模に応じて１人以上の者をサービス提供責任者としなければならない。ただし、当該員数については、事業の規模に応じて常勤換算方法によることができる。





○　人員の基準





〔サービス提供責任者の責務〕


①　居宅介護の利用の申込みに係る調整


②　利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。


③　他の障がい福祉サービス事業者等と連携を図ること。


④　従業者等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。


⑤　従業者等の業務の実施状況を把握すること。


⑥　従業者等の能力の希望を踏まえた業務管理をすること。


⑦　従業者等に対する研修、技術指導等を実施すること。


⑧　その他サービスの内容について、必要な業務を実施すること。








○　介護保険事業との関係（各サービス共通）





≪事例≫


　○　居宅介護計画が策定されていない。または、居宅介護計画を策定しているものの、提供するサービスに関して、利用者又はその家族に対する説明が行われておらず、同意も得られていない。


　○　サービス提供責任者が居宅介護計画を策定しておらず、不適切であった。


　○　居宅介護計画を利用者に交付していない。居宅介護計画に、利用者の同意及び利用者が交付を受けた旨の署名又は押印を確認できない。





（指定基準）


第26条　サービス提供責任者は、利用者又は障害児の保護者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて、具体的なサービスの内容等を記載した居宅介護計画を作成しなければならない。


２　サービス提供責任者は、前項の居宅介護計画を作成した際は、利用者及びその同居の家族にその内容を説明するとともに、当該居宅介護計画を交付しなければならない。


３　サービス提供責任者は、居宅介護計画作成後においても、当該居宅介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該居宅介護計画の変更を行うものとする。
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○　行動援護におけるサービス提供時の留意点（行動援護）





○　移動介護加算の留意事項（重度訪問介護）





○　重度訪問介護における特に重度の障がい者に対する加算（重度訪問介護）





○　重度訪問介護におけるサービス提供時の時間の考えについて（重度訪問介護）





○　利用者負担上限額管理の留意点について（共通）





【回答】　特別地域加算の対象となるため、交通費の支払を受けることはできません（加算で評価しているため）

















〔質問３〕　特別地域加算の適用地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えてサービス提供した場合、交通費の支払を受けることができるか。





〔質問１〕　月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実地域内からそれ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等かつ通常の実施地域外の居住している期間のサービス提供分のみ加算の対象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となるのか。











【回答】　利用者の１月当たりのサービス提供実績の基本報酬総額（身体介護、家事援助等を全て合算した報酬額）に対して、15％を乗じて得た単位数を請求します。この場合の基本報酬額には、特定事業所加算・利用者負担上限額管理加算は含めません。


　≪例≫　１月のサービス提供実績として、基本報酬の総額が8,124単位の場合で、特別地域加算を算定する場合。


　　8,124単位×15／100＝1,218.6単位　⇒　1,219単位（単位の端数は四捨五入処理）











〔質問２〕　特定事業所加算の算定方法を具体的に示せ。





【回答】　該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となります。











○　特別地域加算の留意点について（共通）





【留意点】


・利用者が過去２月に、当該指定居宅介護事業所等から居宅介護の提供を受けていない場合に算定されます。この場合の２月とは、歴月によるものです。例えば、４月15日の利用者にサービス提供を行った場合、初回加算が算定できるのは同年の２月１日以降に当該事業所からサービス提供を受けていない場合を指します。


　また、次の点にも留意願います。


　ア　初回加算は同一月内での複数の事業所が算定することが可能です。


　イ　居宅介護事業所が一体的にサービス提供している重度訪問介護及び行動援護の利用実績は問いません（居宅介護と重度訪問介護のような複数のサービスを１人の利用者に提供する場合にも、それぞれのサービスにおいて初回加算を加算できる）。ただし、過去２月に居宅介護の身体介護の利用実績がある利用者に対して、過去２月に利用実績のなかった家事援助をサービス提供しても、同一の居宅介護事業なので、初回加算の対象外です。


・サービス提供責任者が、居宅介護に同行した場合には、サービス提供実績記録の摘要欄に同行訪問した旨を記録すること。この場合には、サービス提供責任者は、居宅介護に要する時間を通じて滞在することは必ずしも必要とせず、利用者の状況を確認したうえで、途中で現場を離れても算定可能です。


























○　初回加算の留意点について（共通）





【留意点】


・利用者又はその家族等から要請を受けて24時間以内に行った場合を指します。


・１回の要請につき１回を限度として算定します。


・介護時間が20分未満であっても、30分未満の身体介護中心型の所定単位数の算定及び加算が可能です。また、居宅介護との間隔を２時間以上空けなくともいいことになっています（それぞれのサービス提供時間に応じて所定単位を請求できる）


・要請のあった時間、要請の内容、提供時刻及び緊急時対応加算の対象である旨記録する必要があります。


・サービス提供時間は、具体的なサービス内容に係る標準的な時間を指します（現に要した時間でない）。ただし、本加算の特性上、要請内容からは想定できない事態の発生も想定されることから、現場の状況をサービス提供責任者に報告した上で、サービス提供責任者が、当初の要請内容からは想定しがたい内容のサービス提供が必要と判断（事後判断も可）した場合には、実際に提供したサービス内容に応じた標準的な時間とすることも可能です。


・緊急時対応加算に係る居宅介護計画変更は、速やかに実施することとなっています。


・ヘルパーの訪問時に利用者の状態が急変した場合の緊急対応では、当該加算の対象ではありません（居宅介護計画等により計画されていたサービスについてのサービス提供時間の延長は当該加算の対象外）。


・緊急時対応加算と初回加算は同時算定が可能です。























○　緊急時対応加算の留意点について（共通）





【留意点】


・前月の実績において、夜間、深夜、早朝の時間帯についてもサービスが提供されており、また、営業日及び営業時間において、土日、祝日、お盆、年末年始を含み年間を通じて時間帯を問わず、常時重度訪問介護従業者の派遣が可能となっている事業所をいいます。


・届出を行った月以降においても、土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して、時間帯を問わず、常時、サービスを提供していることが必要です。




















【回答】　利用者の１月当たりのサービス提供実績の基本報酬総額（身体介護、家事援助等を全て合算した報酬額）に対して、特定事業所加算として20％（特定事業所加算（Ⅰ）の場合）又は10％（特定事業所加算（Ⅱ又はⅢ）の場合）を乗じて得た単位数を請求します。この場合の基本報酬額には、特別地域加算・利用者負担上限額管理加算は含めません。


　≪例≫　１月のサービス提供実績として、基本報酬の総額が8,124単位の場合で、特定事業所加算（Ⅰ）を算定する場合。


　　8,124単位×20／100＝1,624.8単位　⇒　1,625単位（単位の端数は四捨五入処理）





〔質問２〕　特定事業所加算の算定方法を具体的に示せ。





【回答】　原則、加算取得の届出後においても常に要件を満たしている必要があります。要件に該当しない場合には、その時点で変更届（廃止）を届出のうえ、翌月分から算定できません。


　なお、特定事業所加算の人材要件（要件の(7)(8)(9)をいう）を月途中で満たさなくなった場合には、その当日からではなく、翌月の初日から加算できないこととなります。


　ちなみに、前月の末日時点で人材要件を満たしていて、その翌月（以下、「当該月」という）の途中で要件を満たさなくなった場合、当該月の末日にその状態が解消した場合に限り、加算要件は中断しません。





〔質問１〕　特定事業所加算の算定要件については、毎月満たさなければならないのか。また、要件に該当しないことが判明しない場合の取扱はどうなるのか。





【留意点】


・前年度（３月を除く）又は届出月の属する前３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員を用いて算定する。ただし、重度者に対し、頻回に対応しているか否か等の実態についても踏まえる観点から、利用回数（居宅介護、行動援護）又はサービス提供時間数（重度訪問介護）の方法で算出しても差し支えないです。


・前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直近３月の障害程度区分５以上の利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持する必要があります。














【留意点】


・「実務経験」とは、サービス提供責任者としての従事期間ではなく、在宅や施設を問わず介護に関する業務に従事した期間を指します（資格取得又は研修修了前の従事期間を含む）。














【留意点】


・①及び②の介護福祉士、介護職員基礎研修課程修了者及びヘルパー１級課程修了者の割合については、前年度（３月を除く）又は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、常勤換算方法により算出した数を用いて算定します。


・介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研修の課程を修了している者を指します。


・前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降においても、直近３月の職員割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持する必要があります（要件を欠いた場合は加算対象外です）。














【留意点】


・「熟練した居宅介護従業者の同行による研修」とは、サービス提供責任者又はサービス提供責任者と同等と認められる居宅介護従業者（利用者の障がい特性を理解し、適切な介護を提供できる者であり、当該利用者からサービスについて十分な評価がある者）が、新規に採用した従業者に対して適切な指導を行うもの。


・新規に採用した全てのヘルパーに対して、同行による研修を実施する体制（同行者の選任、研修内容等の策定）を整備している事業所であって、届出日の属する月の前３月の実績において、新規に採用した全てのヘルパーに対して研修を実施していることが必要です。


・研修結果は、サービス提供の記録（指定基準第19条）の備考欄に、同行者の氏名、時間、研修内容を記録することが必要です。





【留意点】


・緊急時の対応方針、緊急時の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書を利用者に交付し、説明を行うこと。なお、重要事項説明書にその旨明記されている場合にはそれをもって足ります。











【留意点】


・労働安全衛生法に基づく常勤職員の年１回の定期健康診断に加え、「常時使用する労働者」に該当しない非常勤職員（パート）に対しても事業主の費用負担により実施しなければなりません。


・「常時使用する労働者」に該当しない従業者に対する健康診断については、労働安全衛生法における取扱と同様に、従業者が実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合については、他の医師による健康診断（他事業所が実施した健康診断を含む）を受診し、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用についても本人負担として差し支えないこととされています。











【留意点】


　概ね次に掲げる事項について、サービス提供責任者が居宅介護従業者に周知する必要があります。


　・利用者のＡＤＬや意欲


　・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望


　・家族を含む環境


　・前回のサービス提供時の状況


　・その他サービス提供に当たっての必要な事項


　文書による確実な方法とは、直接面接しながら文書を手交するほか、ＦＡＸ、メール等でもよい。


　　土日、祝日、夜間等にサービス提供する従業者に対しては、サービス提供責任者の勤務時間内に対応可能な範囲での伝達でも差し支えありません。


・居宅介護従業者から適宜受ける報告についても、ＦＡＸ、メールでもよいが、サービス提供責任者は、文書にて記録を保存する必要があります。





【留意点】


・サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーを含めて、当該事業所においてサービス提供に当たる居宅介護従業者の全てが参加できるものでなければなりません。ただし、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかのグループに分けて開催することでも差し支えありません。


・利用者に対して、原則として土日、祝日、お盆、年末年始を含み年間を通して時間帯を問わず、サービス提供を行っている事業所にあっては、サービス提供責任者が重要者１人ひとりと個別に、又は数人毎に開催する形式でも差し支えないこととされています。


・会議の開催状況については、その概要を記録する。概ね１月に１回以上開催されていることが求められます。





【留意点】


・当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研修内容の全体像と研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、居宅介護従事者について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定する必要があります。


・従業者の技能や経験に応じた適切な期間を設定する。なお、従業者毎の研修計画は、職責、経験年数、勤務年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、職員をグループ分けして作成しても差し支えありません。


・計画については、全ての従業者が概ね１年の間に１回以上、何らかの研修を実施できるように策定する。





(1)　特定事業所加算（Ⅰ）　所定単位数の１００分の２０に相当する単位数


(2)　特定事業所加算（Ⅱ）　所定単位数の１００分の１０に相当する単位数


(3)　特定事業所加算（Ⅲ）　所定単位数の１００分の１０に相当する単位数





○　特定事業所加算の留意点について（共通）








１





２





○　居宅介護のサービス提供時の時間の考えについて（居宅介護）





【通院等介助（身体介護を伴う場合）】


　通院等のための乗車・降車の介助を行うことの前後に連続して相当の所要時間（20分～30分程度以上）を要し、かつ手間のかかる身体介護を行う場合





























○　身体介護中心型、通院等介助（身体介護を伴う場合）、通院等乗降介助との関係（居宅介護）





家事援助(40分)





身体介護 （１時間)





身体介護（１時間）





○　居宅介護計画の策定





夜間加算はない





（例４）　サービス提供が17：45～18：15（30分）の場合


この場合には、30分のうち日中時間帯が15分以上であるため、全時間において日中の報酬単位を適用する。





　　17：45　　　　18：00　　　　　　18：15





夜間加算





（例２）　サービス提供が17：30～18：20（50分）の場合


全体の報酬区分は、日中30分未満＋夜間30分未満であり、トータルで30分以上１時間未満となる（402単位）。


　そのうち、最初の30分間は30分未満の報酬区分を適用(254単位)し、夜間の報酬は、30分以上１時間未満（402単位）から30分未満の報酬（254単位）を除いた単位（148単位）に125／100を乗じて得た額（185単位）となる。これに30分未満の報酬(254単位)を加えて算定する（439単位）


　　17：30　　　　　　　18：00　　　　　18：20　





全て夜間加算対象





夜間加算





（例３）　サービス提供が17：50～18：40（50分）の場合


サービス開始時刻が属する時間（10分）が15分未満のため、多くの時間を占める夜間加算分の時間に含める。30分以上1時間未満の報酬単位に夜間加算をする。


　17：50　　　　18：00　　　　　　　　18：40





（例１）　サービス提供が17：40～19：10（１時間30分）の場合（身体介護）


　全体の報酬区分は、トータルで１時間以上１時間30分となる（584単位）。


　そのうち、最初の30分間は30分未満の報酬区分を適用(254単位)し、夜間の報酬は、１時間以上１時間30分（584単位）から30分未満の報酬（254単位）を除いた単位（330単位）に125／100を乗じて得た額（413単位）となる。これに30分未満の報酬(254単位)を加えて算定する（667単位）


　17：40　　　　18：00　　　　　　　　　19：10





○　夜間早朝・深夜の加算（居宅介護、重度訪問介護）





・利用者の同意を得ている場合であって、次の一～三までのいずれかに該当する場合


　一　障害者等の身体的理由により１人の従業者による介護が困難と認められる場合


　二　暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合


　三　その他障害者等の状況等から判断して、上記一又は二に準ずると認められる場合











○　２人介護の留意点（共通事項）





○　家事援助の留意点（居宅介護）








【通院等乗降介助】


・乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助


・移動先における手続き、移動等の介助を行う





通院等介助（身体介護を伴う場合）を算定する


（身体介護中心型、通院等乗降介助は算定しない）





身体介護中心型で算定する


（通院等介助、通院等乗降介助は算定しない）





【例】　常勤のサービス提供責任者を２～５人配置すべき事業所


　　　（サービス提供時間500時間・ヘルパー数25人の場合）


　①　常勤換算によらない場合は、常勤のサービス提供責任者が２名必要


　②　常勤換算方法により必要となるサービス提供責任者の員数


　　　　500÷450＝1.11　⇒1.2（小数第１位に切上げ）


　③　常勤のサービス提供責任者の必要員数　　２人－１人（１人を減ずる）＝１人


　④　非常勤のサービス提供責任者の必要員数　1.2人－１人（常勤の人数）＝0.2人


　　以上から、配置すべき最低人員は、常勤のサービス提供責任者１人、非常勤のサービス提供責任者が常勤換算方法で0.5人（最低0.5人必要である）となる。





障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業所・施設の運営に係る


基本テキスト





本テキストは、主に下記基準を基に作成していますので、詳細を御確認願います。


・障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）　（以下、「指定基準」という。）


・障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成18年障発第1206001号）　（以下、「留意事項通知」という。）


・障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第523号）


・障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年障発第1031001号）


・障害者自立支援に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について（平成19年障企発第0328002・障障発0328002号）


・「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合」及び「身体介護が中心である場合」の適用関係について（平成16年障障発0929002号）











